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午前１０時００分 開議

○議長（小比類巻雅彦君） おはようござい

ます。

出席議員は定足数に達しておりますので、

３日目の本会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第３号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１ 昨日

に引き続き、市政に対する一般質問を行いま

す。

１６番山本彌一議員の登壇を願います。

○１６番（山本彌一君） 平成２６年三沢市

議会第２回定例会の一般質問をします拓心会

の山本彌一でございます。

本日は、基地問題と行政問題、そして、畜

産問題の３問を質問させていただきます。

ただいまより、通告に従いまして、順番を

追って質問いたします。

まずはじめに、基地問題からであります。

本市は、基地行政に当たって、今日まで基

地との共存共栄を基本に据え、基地と市民と

の調和を目指してきているところでございま

す。しかし、近年、沖縄の負担軽減のための

ジェット戦闘機飛行訓練移転等で、飛行訓練

も頻繁に実施されて、基地周辺地域住民に騒

音等をはじめ、大きな苦痛や苦悩を強いり、

基地周辺地域住民の不満を大きくしていま

す。

本市の基地問題を考えるとき、ただ単に在

日米軍が相手というより、いわば対日本政府

との問題であるという観点を踏まえ、基地よ

り発生する諸問題を当市が日本政府に対し、

その解決を求めることは当然のこととして行

動すべきことを踏まえ、本日は航空機騒音の

集団移転への取り組みについて伺います。

質問の趣旨は、浜三沢と岡三沢５、６丁目

地区の集団移転を問うものであります。

騒音は、聞く人の主観にもよるが、一般的

には好ましくない音、つまり、不必要な音の

総称であります。問題は、騒音は住民にいら

立ちや不快感を与えるばかりではなく、作業

能率の低下や会話妨害、そして、難聴や血圧

など健康に対する悪い影響も及ぼすところで

あります。

住民にとって好ましくない騒音の実態は、

発生源個々を考えると、工場や事業所及び建

設作業や自動車、そして鉄道など多種多様で

あるのが実情でございます。しかし、これら

は局地的であるのに対し、ジェット戦闘機の

低空での訓練等から発生する騒音は、広く地

域住民の生活全般に影響を与える大きな社会

問題であると同時に、我々の政治課題でもあ

ります。

三沢市民にとって、ジェット戦闘機から発

生する騒音問題は、古くて新しい現実の問題

であります。我々行政に携わる者において

も、避けて通ることのできない大きな政治課

題でもあります。

しかしながら、現在もなお、その解消が図

られず、好むと好まざるとにかかわらず、基

地周辺地域住民が、その弊害を受けながら、

三沢米軍基地と歩んできています。

その三沢米軍基地は、現在もなお、戦争と

戦術に欠かせない、その戦略拠点として重要

な大きな役割を担っているのが実態でありま

す。その結果、基地周辺地域住民が、米軍基

地から発生するさまざまな騒音等で、その苦

渋をなめさせられてきているのが実情でござ

います。

特に、近年、沖縄の負担軽減のための戦闘

機訓練移転等基地運用の強化が進み、まさに

日米安保体制の中核をなしてきているのが実

態であります。私が問題視するのが、この巨

大な三沢米軍基地の影が直接あるいは間接的

に市民生活全般を覆ってきている点でありま

す。

特に、最近の有事を想定した軍事飛行演習

が何回となく実施され、その飛行回数の離発

着の増加と相まって、その強烈なジェット戦

闘機から発生する騒音が激しさを増してきて

います。こうした状況に基地周辺地域住民

が、騒音公害の犠牲に対し、大きな不満と、
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その反発を強めてきています。

しかし、このはかり知れない苦しみや怒り

は、逃げ場を持たない、そこに住む住民でな

ければ真の痛みを知らないはずであります。

我々は、このことを重要視し、激しく連続的

に吹き荒れる、耐えがたい騒音公害に苦しん

でいる浜三沢と岡三沢５、６丁目の基地周辺

地域住民に、政治の救いの手を差し伸べなけ

ればならないと痛感するものであります。

本市では、この問題に対し、地域の実情に

合った移転補償を国に対し要望してきている

が、日本政府は、法律や予算がどうのと言っ

て、前向きな取り組みに至っておりません。

私は、米軍基地から発生する騒音公害は、

全て国がその責任を持って解決を図ってこ

そ、真の基地と住民の調和がはじめて可能と

信ずるものであります。よって、法律が全て

でないという点を深く認識すべきでありま

す。

課題の浜三沢と岡三沢５、６丁目地区は、

コンター見直しで一部移転対象となり、町内

が分断された形であり、町内活動等に大きな

弊害を及ぼしております。

この二つの地域は、集落及び町内会を一つ

の単位として発展してきて、昔から将来を創

造していく上で、無限の可能性を秘めた地域

でありました。それは、人間の集合体で、生

活上欠かせない思いやりや協調性及び倫理性

などを共有し、生活習慣と活動をうまく調和

させる融合の社会をつくって、自由と自発性

を土台として、人々が仲よく、住みよいよう

にして、改良が加えられてきている地域であ

るからであります。

しかし、国のコンター見直しで、二つの地

域が人間の集合体として大きな影響を受けて

います。したがいまして、過去に示された集

合体が維持できるように、国に対し積極的に

想像力を発揮することが重要です。

さきのコンター見直しで、残されたこの地

区は、現在、施行されている防音工事のみの

対策では、もはやその効果は期待できない地

区であります。

よって、この二つの基地周辺地域住民の願

いを果たすには、集団移転の特別対策を国に

働きかけるべきと考えます。そうでなけれ

ば、両地区の住民の、日本国憲法のもとでの

日本国民としての権利をひとしく享受したい

という純粋な願いが失われるおそれがありま

す。

本市の航空機騒音の集団移転の取り組みに

ついて、基地周辺住民も大きな関心を寄せて

おりますので、はじめに答弁を求めるもので

あります。

次に、行政問題の人口減少時代への対応に

ついて質問します。

まず、本市の今後の人口減少予測について

お尋ねをします。

２０４０年までに全国の自治体の半数が、

将来的に消滅の危機にあると、このたび民間

の有識者でつくる日本創成会議が公表したと

ころであります。これによると、県庁所在地

の青森市や秋田市も含まれております。

人口問題研究所では、地方から大都市に人

口流出が現在のペースで続けば、現在の１３

０万人余りの青森県の人口は、３５年には１

００万人を割り、４０年には９０万人まで減

少すると予測されています。少子高齢化時代

を迎え、若者が仕事を求めて都会に流出し、

地方の人口減少のスピードが今後も加速する

ことを理由に挙げております。

これまで高齢者の平均寿命の伸びが少子化

を覆い隠してきたが、今後は、この高齢者が

減少すると、人口が減少を続け、消滅する可

能性のある自治体は、全国の８９６に上ると

推計されています。

このため、これまで東京は地方から若者を

集めてきたが、問題は、今の人口減少時代を

迎え、我が国の成長モデルが成り立つかどう

か問われております。

なぜならば、東京ほど出産や子育てが困難

な都市はないと言われているからでありま

す。それは、住宅事情が悪く、通勤を含め勤

務時間が長く、保育所不足など、出産、育児

に対する環境が脆弱で、地方から出てきた人
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は家族の支援も当てにはできず、産むことを

ためらう人が多いという事情があります。

人口の減少は、税収が減り、行政サービス

を維持することができなくなります。そうな

ると、市民税や下水道使用料及び軽自動車税

の値上げ、また、ごみの収集も有料化が考え

られます。

地域の崩壊は、日本の衰退を意味します。

世界に前例のない急激な人口減少に向かう我

が日本。よって、我々は今、大胆な発想の転

換を迫られています。

では、この人口減少への処方箋は果たして

何なのかを今問われております。

この人口減少を考えるとき、夕張市が見本

になると言う人がいます。北海道夕張市は、

かつて炭鉱のまちとして繁栄したが、４０年

前から相次いで閉山に追い込まれ、ピーク時

には１２万人いた人口が、現在１万人を割り

込んで、行政サービスをくまなく届けること

が困難となり、行政のあり方も大きく変わ

り、今後の行政運営のキーワードは、まちを

集約化し、効率的な暮らしを目指すコンパク

トシティを目指していると言います。

この夕張市の姿は、決して人ごとではあり

ません。２００７年から７年間連続で人口が

減少している我が日本の未来図でもあると専

門家は見ています。

人口問題研究所によると、現在の１億２,

７５０万人の日本の総人口が、２０６０年に

８,６７４万人まで減少すると推計されてい

ます。

本県では、この人口減少対策として、子育

て支援や雇用創出、そして生活習慣病改善な

ど、多角的に取り組む方針だと聞き及んでお

ります。

人口減少で立ち行かなくなる自治体が相次

げば、国民全体でコストを負担しなければな

りません。したがいまして、地方の人口減少

のスピードを少しでもおくらせる対策が望ま

れます。

よって、４人に１人が高齢者時代を迎え、

人口減少への取り組みを本市も急ぐ必要があ

ります。

人口が減少すれば、国の力も落ちる。しか

し、産めよふやせよも心に響く時代でもあり

ません。日本政府は、１億人の人口の維持を

掲げてはいるが、今後の本市の人口の推移を

どう予測し、対策等の対応を考えているか、

答弁を求めるものであります。

次に、行政問題の第２点目、人口減少対策

のまちづくりについてお伺いをいたします。

東京は、今日まで優秀な若者を集め、世界

の都市間競争に勝って成長してきておりま

す。このため、地方の消滅の危機が叫ばれて

いる中でも、日本経済の将来を考えれば、東

京の一極集中を否定できないという意見もあ

ります。

一方、低い出生率が続けば、東京は、若者

どころか、人口規模の維持もできなくなると

言う人もいます。それは、かつて流入した若

者中心のまちづりが、介護施設が不足し、東

京の成長を阻害する要因となるためとしてお

ります。我々も、これまでの東京一極集中と

いう成功体験に、いつまでもとらわれてはな

りません。

戦後、各市町村は、地域住民の生活環境を

整備し、行政水準を上げようと旗を振ってき

た時代には、中央の指導が必要でありまし

た。しかし、現在では、一定の社会資本や行

政水準を確保した今、これまでのハードな行

政からソフトの行政に転換しなければなりま

せん。

近年、各市町村の行政能力が高まり、各公

共団体の行政処理に当たっても、国の指導を

受けることの意義が薄れ、住民本位の地方主

導型に変わりつつあります。今後は、国の指

導での事業を進める手法ではなく、本市の潜

在的な力を積極的に引き出せるか否かが問わ

れております。

それには、首長をはじめ管理職の意識改革

と、一歩前進するためのやる気が要求されま

す。やる気のある団体と、旧態依然とした古

い殻に包まれた団体とでは、その規模の大小

にかかわりなく、格差がつくことに相なりま
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す。そこに、これからの自治体の存在価値が

問われることとなりましょう。

みずから考え、みずから行う地方自治の原

点に立ってのまちづくりに一石を投ずべきと

期待するが、市長の決意を伺います。

次に、最後の質問であります。

農畜産問題の豚流行性下痢――ＰＥＤ対策

と影響等についてお尋ねをいたします。

全国規模で発生している豚流行性下痢――

ＰＥＤが、本県の県南地域の養豚場にも拡大

しております。しかし、依然としてウイルス

の感染経路は解明されていません。

この病気の特色は、抵抗力の弱い子豚が感

染した場合、死亡率が高く、養豚経営に大き

な影響が心配されます。感染源は、感染した

豚のふんであると言うが、高度な防疫対策を

実施している農場の発生事例もあります。

現在も感染ルートが特定されていない中で

拡大が続いていて、飼料メーカーや養豚農家

をはじめ、屠畜場等が防疫対策を強化してい

るが、養豚業者の不安が続いています。本市

には、大規模な経営の養豚場があるが、本市

の豚流行性下痢――ＰＥＤの発生状況等の答

弁を求めます。

○議長（小比類巻雅彦君） 山本議員にお知

らせします。

５分前ですので、よろしくお願いいたしま

す。

○１６番（山本彌一君） 次に、多くの養豚

場では、防疫体制を強化してきているにもか

かわらず、それでも豚流行性下痢――ＰＥＤ

が発生していると聞き及んでいるところであ

りますが、当面の対策として、子豚の死亡率

抑制の効果が期待されているのが豚へのワク

チン接種と言われております。

ワクチンは、妊娠している母豚に２回接種

が必要で、その乳を飲ませることで、子豚の

ＰＥＤ発症を抑えたり、症状を和らげたりす

る効果があると言われております。しかし、

ワクチンは感染を完全に抑えるわけではな

く、ＰＥＤウイルスを撲滅できません。

国内の感染拡大の原因はいまだわかってい

ませんが、ただ、発生農場と新たに発生した

農場が同じ屠場を利用していたり、畜舎で使

う消毒濃度が不十分だったりの問題も指摘さ

れております。農水省の調査では、車や農場

関係者の出入り等が拡大経路となった可能性

もあると見ております。

したがって、飼養管理を守り、防疫体制を

徹底することが欠かせません。特に、ウイル

スの潜伏先となる、ふんの適正処理を怠る

と、ワクチンを接種しても効果が発揮しにく

いと言われております。

そこで、この豚流行性下痢――ＰＥＤのワ

クチン確保や供給の見通し及び防疫体制等の

総合対策の取り組みについてお尋ねをしま

す。

また、本市には食肉処理センターがあり、

県内外からの養豚場から豚が搬入されており

ます。この豚流行性下痢――ＰＥＤによる供

給不足が懸念されますが、ＰＥＤにより処理

頭数がどう減少するのか、はたまた、畜産公

社、処理センター等の経営にも影響すると考

えるが、その処理頭数や収入見込み等につい

て答弁を求めるものであります。

以上で、私の一般質問を終わります。

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの１６

番山本彌一議員の質問に対する当局の答弁を

求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの山本議員

御質問の行政問題の人口減少時代への対応に

ついての第１点目、人口予測についてと、第

２点目、人口減少対策への取り組みについて

は私から、その他につきましては副市長及び

担当部長からお答えをさせますので、御了承

願いたいと存じます。

御質問の人口減少時代への対応についてで

ありますが、第１点目と第２点目については

関連することから、あわせてお答えをさせて

いただきます。

国内において急速に進行している人口減少

は、少子高齢化とともに、深刻な社会問題と

なっておりまして、当市においても人口減少
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は、国内の多くの地域に比べますと、比較的

緩やかでありますが、平成１２年に行われま

した国勢調査における４万２,４９５人か

ら、平成２２年までの１０年間で１,２３７

人減の４万１,２５８人となっているわけで

あります。

また、当市の将来人口については、三沢市

総合振興計画後期基本計画の策定時に推計し

ておりますが、８年後の平成３４年には３万

８,０００人から３万６,７００人程度となる

ことが予想されてございます。

人口減少の急速な進行は、地域社会を担う

働き手の減少など、社会構造自体を大きく変

化させることも想定されることから、当市に

おいても最重点課題であると認識をいたして

おります。

このような認識のもと、市の継続的な発展

に向けまして、将来を担う若者世代の定住は

特に重要であることから、これまで南ニュー

タウンの整備をはじめとした、いわゆる定住

の場の創出に努めるとともに、わんぱく家族

米支援事業や子ども医療給付事業など、子育

て世代への支援について、重点的に取り組み

を進めてまいったわけであります。

また、働く場の確保も、定住に関しまして

重要な要素でありますことから、特に企業誘

致や産業振興に取り組むなど、ハード、ソフ

ト両面に、さまざまな施策を展開してきたと

ころであります。

今後におきましては、これらの施策に加え

まして、三沢市総合振興計画後期基本計画に

おいて、分野を横断的に取り組む「未来を拓

く人づくり」、「人が行き交う街づくり」、

「心安らぐ生活づくり」の三つの重点プラン

を効果的に運用して、対応に当たりたいと考

えております。

具体的には、地域課題や市民ニーズを明ら

かにした上で、地域性のあるソフト事業を検

討するとともに、三沢駅周辺や新たなニュー

タウン構想など、ハード面の整備についても

重点的に取り組みをしてまいりたい、このよ

うに思っております。

市といたしましては、これらの取り組みに

ついて、より総合的な行政サービスの充実を

図りながら、さまざまな世代に定住の地とし

て選ばれ、住むことに魅力や誇りを感じる地

域創出を目指してまいりたいと考えておりま

す。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） 基地問題に

ついてお答えいたします。

御承知のとおり、浜三沢地区及び岡三沢

５、６丁目地区につきましては、国のたび重

なる騒音区域指定により、その一部が移転区

域に指定され、移転対象となった方々は、ほ

ぼ移転を終えたところであります。

一方で、同じ地区に住みながら移転対象と

ならなかった方々につきましては、当該地区

に取り残される形となり、結果として地域が

分断され、コミュニティーの衰退をはじめ、

さまざまな弊害が生じているものと強く認識

しております。

両町内会からの移転要望はもちろんではあ

りますが、三沢基地周辺町内連合会も両地区

の移転に関する要望活動を行うなど、その必

要性は論をまたないところであります。

このようなことから、近年、両地区の移転

について、当市の重要課題の一つと位置づ

け、国や県等に対し、あらゆる機会を捉え、

要望してまいりました。

中でも、市議会とともに行う三沢基地周辺

対策に関する要望におきましては、国や青森

県選出国会議員に対し、両地区については、

騒音レベルだけで判断するのではなく、国の

移転措置に伴うコミュニティーの衰退や地域

の伝統文化の喪失といった、地域の実情を考

慮した移転対象区域の見直しを図られたいと

いった要望を行ってまいったところでありま

す。

しかしながら、国の回答としては、現時点

において防衛施設周辺の生活環境の整備等に

関する法律に規定する移転対象区域に該当し

ないため、両地区の移転は困難であるが、今
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後の三沢基地の運用の状況を踏まえた騒音区

域の見直しの中で検討してまいりたいとのこ

とで、あくまで法にのっとった騒音レベルに

基づく、騒音区域の指定により対処するとい

う考え方でございます。

御質問の、要望に際しては集団移転と明確

に掲げるべきではないかとのお尋ねについて

でございますが、両地区の皆様方からの御要

望を踏まえ、当然のことながら集団移転を視

野に入れ、これまで国と交渉を重ねてまいり

ました。

また、地域の分断による弊害の解消、すな

わち、コミュニティーの復興を第一義として

要望を行ってまいりましたので、集団移転が

前提になるものと理解しております。

したがいまして、今後の要望に関しまして

は、山本議員の御提言はもちろんでございま

すが、基地対策特別委員会の皆様の御意見を

踏まえつつ、必要に応じて適切に対処してま

いりたいと考えております。

いずれにいたしましても、これまでの先例

が示すとおり、一朝一夕には解決しがたい問

題ではありますが、市議会の皆様のお力もお

かりしながら、引き続き粘り強く国等の関係

機関に両地区の早期移転を求めてまいりたい

と考えております。よろしくお願いいたしま

す。

○議長（小比類巻雅彦君） 経済部長。

○経済部長（大澤裕彦君） 農畜産問題の豚

流行性下痢対策と影響等についての第１点

目、当市の発生状況等についてお答えいたし

ます。

豚流行性下痢、いわゆるＰＥＤは、豚がＰ

ＥＤウイルスに感染することにより、食欲不

振や下痢等の症状があらわれる急性感染症

で、家畜伝染予防法により届け出伝染病に指

定されております。

豚がＰＥＤに感染した場合、体力のない生

後１０日以内の哺乳豚では、高い確率で死亡

することがありますが、成長した豚は、発症

しても回復し、感染しても発症しない場合も

あります。

また、人がその豚肉を食べても健康被害を

及ぼす心配はなく、安全とされております。

お尋ねの発生状況と被害頭数につきまして

は、県内の状況を県が取りまとめ、情報発信

しており、その際には、市町村名を付さずに

発表していることから、市といたしまして

も、養豚農家や荷受け業者への風評被害を考

慮いたしまして、発生地域を特定する御答弁

は差し控えたいと考えておりますので、御理

解いただきたいと思います。

県の発表によりますと、本年２月２４日に

津軽地域で発生を確認して以降、５月２８日

現在、２０農場で確認されており、うち１９

農場は県南地域での発生となっております。

発症頭数は１１万３,５７８頭で、このうち

２万２,５４７頭が死亡しております。

また、発生した２０農場のうち９農場は発

症豚がいない状況で、８農場は発症のピーク

を過ぎ、減少傾向とのことでございます。

次に、御質問の第２点目のワクチンの確保

状況と防疫体制などの総合対策についてお答

えいたします。

ＰＥＤの発症被害の軽減対策として有効と

されるワクチンの確保状況でございますが、

当初、全国的に不足していたワクチンは、現

在、県内でワクチンを希望する養豚農家への

供給体制は整い、その後の分についても、順

次調整が進められるとのことでございます。

続きまして、防疫体制などの総合対策につ

いての御質問でございますが、国からは、養

豚農家や関係団体に対し、衛生指導の徹底や

注意喚起とともに、消毒に係る経費の一部を

補助する事業や融資制度などが示されてお

り、当該補助事業には、三沢市食肉処理セン

ター、養豚生産者協議会が申請手続を進めて

おります。

次に、県の対応といたしましては、昨年１

２月に行った第１回目の注意喚起をはじめと

して、県内での発生のたびに、養豚農家に対

し情報を発信しております。

また、発生農場に対しましては、出荷自粛

から出荷再開まで、県の家畜保健衛生所によ
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る現場指導が行われるとともに、５月１６日

には、県内全養豚農家に対する消毒剤の無料

配付が実施されております。

次に、市の対応といたしましては、当市食

肉処理センターにおける衛生管理体制の強化

を三沢市畜産公社と協議し、施設や搬入車両

などへの消毒の徹底を行っており、また、５

月１６日には、おいらせ農業協同組合との共

同事業により、市内養豚農家に対し消毒用石

灰の無料配付を実施したところでございま

す。

次に、御質問の第３点目、三沢市食肉処理

センターへの影響についてお答えいたしま

す。

５月９日に国が発表した、ＰＥＤによる豚

出荷頭数への影響試算によりますと、４月に

出生した豚が１０月に出荷時期を迎え、その

出荷頭数予測で４.２％減少するとのことで

ございます。

仮に、同様の影響が今月末までの３カ月間

続くと仮定し、国で試算した出荷頭数の減少

幅を当市食肉処理センターの計画処理頭数に

当てはめますと、平成２６年度の当初計画４

３万５,０００頭に対しまして、４,６００頭

減の約４３万頭となります。このことによ

り、三沢市食肉処理センター特別会計では、

当所計画の事業収入９億５,６１５万９,００

０円から、約１,０００万円程度の減収とな

り、９億４,６００万円程度となる見込みで

ございます。

しかしながら、今後のＰＥＤ発症頭数の変

動や生産現場での死亡率の変動など、不確定

要素も多いことから、さらに影響の分析を進

めてまいりたいと考えております。

今後におきましても、国、県の指導のも

と、養豚農家や関係団体と協力し、一日も早

いＰＥＤの沈静化に向けての取り組みを一層

強化してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） １６番山本議

員。

○１６番（山本彌一君） それでは、再質問

を２点させていただきます。

まずはじめに、基地問題。この基地問題を

考えるとき、基地は戦争を前提とした施設で

あるという点であります。それゆえに、有事

を想定した激しい飛行訓練が実施されており

ます。問題は、そのため、基地周辺住民が騒

音等の苦痛や苦悩を強いられてきておりま

す。

浜三沢と岡三沢５、６丁目の住民は、集団

移転で静けさのある市民生活を切望しており

ます。国に対し、これまで市当局と議会が一

体となって、実情に合った移転を要望してき

ているが、実現には至っておりません。

本市の天ヶ森と砂森地区が、国の特例で集

団移転が図られた経緯があります。これは、

首長の強い思いの力でした。市長は、この両

地区には深いゆかりのある方であります。集

団移転の実現に向け、首長としての強い態度

が、必ずや国を動かす原動力になります。

そこで、市長の両地区の集団移転に対して

の決意を伺わせていただきたいと思います。

次に、行政問題の人口減少時代の対応につ

いて再質問させていただきます。

日本創成会議の将来の推計人口減少の予測

では、県内３５市町村で２０歳から３９歳ま

での女性人数が、２０４０年には２０１０年

の半数以下になると言います。本市において

も、２０４０年には２,６００人で、４７％

減少すると試算されております。

当市は、人口減少時代を迎え、考えなけれ

ばならないことは、米軍基地を抱えているま

ちであることを忘れてはなりません。米軍の

防衛費の削減が言われている中で、自衛隊の

Ｆ－３５戦闘機の配備完了と同時に、Ｆ－１

６部隊の引き揚げが予想されます。

もし、その事態に及ぶと、本市の人口減少

問題は今よりも深刻になることは明白であり

ます。当局で万が一の対応を考えるべきと思

うが、その取り組み等について、再度答弁を

求めるものであります。

以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。



― 41 ―

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの移転問題

の再質問についてお答えをいたします。

この問題については、議員御承知のとお

り、法律上は云々というようなことで、一

時、問題を諦めつつあったようなときもあっ

たわけでありますが、しかしながら、やはり

そういう町内が分断されるというようなこと

で、いろいろな歴史的なもの、あるいは、例

えば消防なんかでも、サイレンを鳴らしても

届かないとか、いろいろな町内会のそういう

不備な点も指摘される中で、やはり単に法律

上の問題ではなくて、そういう問題も絡め

て、当然移転すべきだというようなことで、

そのときからそういう決意をいたしているわ

けでありまして、改めて、そういうことでは

なくて、そういう気持ちで今までやっている

つもりでありますし、これからもそういうこ

とで、ぜひそれを実現させたいと、このよう

に思っております。

以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） 基地のほう

の、例えばＦ－１６が削減されたり、いろい

ろな不確定要素があった場合、そういうもの

も絡めまして、人口減少というものに対して

どう考えているかという再質問にお答え申し

上げます。

まず一つ、Ｆ－３５が配備になった場合

に、Ｆ－１６が撤退するのではないか。これ

はちょっと何とも読めない部分があります

が、当然機種の変更もありますし、そういっ

たことも想定しなければならないと思ってお

ります。

経済に対する考え方を先に申し述べさせて

いただきますが、奥本議員の昨日の一般質問

にもございました。きのうの答弁のとおりの

部分、国の責任においてということもござい

ますが、それ以外に、当市も自立できる経

済、そういったものを目指して、まちづくり

を進めてまいらなければならないと、当然考

えてございます。

あと、人口が減っていくということです

が、おのずと人口減少を歯どめするために

は、まず、働くところ、それから、子供たち

が生活しやすい場所、親御さんたちも生活し

やすい場所、いろいろな要素があると思いま

す。

それらにつきましては、先般、御承知かと

思いますが、２０代から４０代の若い奥様の

住みやすいまちということで、全国で第１２

位、北海道、東北では第１位というありがた

い、これは本当は市長が申し上げるべきこと

ですが、申しわけございませんが、そういっ

た当市の魅力ある部分もこれから一層活用し

て、人口減少ではなく、歯どめをかけるとい

うよりも上を目指すような気持ちで、まちづ

くりに向かってまいりたいと考えてございま

す。よろしくお願いいたします。

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、１６番

山本彌一議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

８番太田博之議員の登壇を願います。

○８番（太田博之君） ８番みさわ未来の太

田博之でございます。

それでは、通告に従いまして、行政問題の

３点に絞って一般質問をさせていただきま

す。

はじめに、市民活動保険制度について伺い

ます。

少子高齢化や社会環境の変化が進む中、市

民によるボランティア活動は、当市の掲げる

基本理念「人とまち みんなで創る 国際文

化都市」、いわゆる協働のまちづくりに欠か

すことのできない重要な事案であります。

行政と市民がともに進める事業はもちろん

のこと、各種団体等による市民の自主的なボ

ランティア活動は、地域コミュニティーの構

築に寄与するだけでなく、今後の三沢市の抱

えている諸問題を解決する原動力となること

は疑う余地はありません。

そうした中、市民による自主的な活動中に

おけるけがや事故が発生した際の保険対応に

ついては、各担当課や、それぞれの事業ごと
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に多様化しており、統一化されていないのが

現状ではないでしょうか。

特に、行政が把握できていない市民の自主

的ボランティア活動については、無保険のま

ま事業が行われている場合も多々あるのでは

ないかと思われます。

そこで、今回、私が提案をさせていただく

のが、市民活動保険制度の導入であります。

この保険制度は、全国での導入が加速化され

ていて、現在では１００を超える自治体が導

入をし、実績を上げている制度であります。

この制度は、市が契約者となり、市民の公

益的なボランティア活動中のけがや事故の際

に保険が適用されるもので、市民からの届け

出等が一切要らず、けがや事故が発生したと

きに、市へ届け出するだけで適用されるとい

う、とてもシンプルな保険制度であります。

この制度を導入することでのメリットとし

ては、市の広範囲における事務事業の保険対

応を一本化することができること。また、市

民が安心してボランティア活動ができること

によって、活動範囲が広がること。さらに

は、ボランティア活動中の中での賠償問題等

を未然に防げるなど、この市民活動保険制度

はとても有意義な制度と考えます。

そこで、お伺いいたします。

１点目、市の主催、共催、さらに、市が依

頼した事業での保険制度の現状について伺い

ます。

２点目、市民の自主的ボランティア活動に

対しての保険制度の現状について伺います。

３点目、私の提案する市民活動保険制度の

導入について、当局の御見解をお伺いいたし

ます。

次に、三沢市の都市計画について伺いま

す。

平成２２年１１月に、市民待望の新三沢病

院が現在の通称山形開墾へ移転となりまし

た。さらに、三沢空港から三沢病院、さらに

はみちのく有料道路へとアクセスできる市道

東岡三沢・松原線が整備され、交通体系や土

地利用の多様化が市民生活において関心を高

めてきております。

さて、皆さんは、八戸市民病院を御存じで

しょうか。八戸市民病院は、平成９年９月に

現在地へ移転いたしました。当時、私も見て

まいりましたが、現在の三沢病院のように、

周りは田んぼや畑で囲まれておりましたが、

その後、１７年間で驚くほど大きく発展をし

てきております。

八戸市との人口規模は違いがあるにせよ、

病院の移転並びにアクセス道の整備によっ

て、まちが大きく変わる要素となることは間

違いありません。当時の旧三沢病院における

滞留人口は、年間３０万人とも言われており

ました。私は、民間による開発に物申すつも

りはございませんが、三沢市の今後の都市計

画において重要な地域であることは、市民周

知の事実であります。

当市においては、平成２３年３月に、三沢

市総合振興計画に伴う三沢市都市計画マス

タープランが策定されました。これが策定さ

れた概要版でございます。

この中に、堀口中学校の南側、通称焼山地

区並びに三沢病院周辺地域は、土地利用検討

地区に指定されておりますが、これまで、お

おむね２年ごとに策定されてきた三沢市都市

計画においては、平成２４年４月以降見直さ

れておりません。

そこで、お伺いいたします。１点目、三沢

市の都市計画のこれまでの経緯と現状につい

てお伺いいたします。

２点目、今後の三沢市における都市計画の

方向性について、当局のお考えをお伺いいた

します。

最後に、都市計画に関連する町名整理につ

いて伺います。

三沢市の市街地開発事業に伴い、これまで

住居表示並びに字の区域及び名称の変更が行

われてまいりました。近年では、平成２１年

に港町三丁目が新設、字の区域の変更で、古

間木四丁目、大町二丁目、中央町三丁目が見

直されてきております。

また、平成２２年には、さつきヶ丘１丁目
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が新設され、字淋代平、字戸崎が字界変更を

されておりますが、その後、町名整理がされ

ていないのが現状であります。

町名整理においては、地域住民との地域の

境界の整理や地域の抱える問題等の共有な

ど、一朝一夕にはいかないことは承知してお

りますが、下久保地区、堀口地区及び古間木

地区等においても、町名整理がこのままでよ

いとは思えません。

町名整理は、ただ単に住居表示だけの問題

ではなく、協働のまちづくりにおけるコミュ

ニティーの根本をなす事業であると私は考え

ます。地域が自立し、地域の問題を地域みず

からが見出し解決していく、市民が自立した

社会の構築には、この町名整理は重要な施策

の一つであり、人と人をつなぐ大きな力を与

えられる事業でもあると思うのであります。

そこで、お伺いいたします。当市における

町名整理の現状と今後の対応について、とり

わけ、集団移転の際に住居表示について要望

のあったと聞いております浜三沢の移転先地

の町名整理は、今後どのように対応していく

のか、お伺いいたします。

以上で、私の質問を終わります。心温まる

答弁をよろしくお願いいたします。

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの８番

太田博之議員の質問に対する当局の答弁を求

めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの太田議員

御質問の行政問題の第２点目、都市計画につ

いては私から、その他につきましては担当部

長等からお答えをさせますので、御了承願い

たいと思います。

まず、三沢市の都市計画についての第１点

目、当市の都市計画のこれまでの経緯と現状

についてお答えをいたします。

都市計画は、土地の利用方法や建物の建て

方など、まちづくりに必要な事柄について総

合的、一体的に定め、都市の健全発展と秩序

ある整備を図ることを目的といたしておりま

す。

当市では、戦後、急激に建物が建ち並んだ

市街地を、昭和２７年から３５年にかけて三

沢第１土地区画整理事業を実施し、現在の中

心市街地の根源を形成しておるわけでありま

す。

昭和４４年には、建築できる建物の用途を

規制する用途地域を指定し、昭和４８年に

は、都市の道路網の骨格を形成する都市計画

道路の決定をしておりまして、また、昭和５

５年から平成１３年まで、都市基盤整備が立

ちおくれ住宅が密集していた岡三沢地区にお

いて、岡三沢第１土地区画整理事業を実施し

たわけであります。

最近では、平成１５年から２２年まで、中

心市街地の活性化を目的に、中央町地区土地

区画整理事業を実施したわけであります。

現在は、三沢駅周辺の交通渋滞緩和を図る

ため、都市計画道路３・４・３中央町・金谷

線と、都市計画道路３・４・４春日台・十和

田線の整備を進めておりまして、都市計画公

園は１９カ所全て開設いたしております。

その他の道路事業として、三沢空港や市立

三沢病院へのアクセス向上のために、市道東

岡三沢・松原線、市道中鶴間・木ノ下線等の

整備や、中心市街地と浜三沢方面を結ぶ４車

線の市道４６号線や東岡三沢・堀口線等の整

備を進めております。

次に、御質問の第２点目、今後の三沢市の

都市計画の方向性について、特に堀口地区

の、通称でありますが、焼山地区及び市立三

沢病院周辺地域の方向性についてお答えをい

たします。

当該地域を含む三沢市全体の都市計画につ

いて、平成２２年度に、御案内の三沢市都市

計画マスタープランを策定したわけでありま

す。

この都市計画のマスタープランは、当市の

将来ビジョンと、その実現に向けた具体的施

策の基本方針を明確にすることを目的とし

た、いわゆるまちづくりの基本計画でありま

して、三沢市総合振興計画のまちづくりの施

策に即した形で策定したわけであります。
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この都市計画のマスタープランで当該地域

については、土地利用の基本方向については

都市エリアとして設定しているものの、現

在、一部の地域を除き、農業振興地域の整備

に関する法律、いわゆる農振法の農用地区域

として指定されていることから、今後の住宅

需要の高まりが想定される当該地域に関し、

関係機関との調整や周辺の農業環境等の整備

を図りながら、用途地域の指定等も視野に入

れながら土地利用検討地域としたところであ

ります。

都市計画マスタープランについては、平成

４２年を目途に目標年次としていることか

ら、それまでの規制の強い国や県の土地改良

事業の受益地の規制は緩和されるわけであり

ますが、その他の地域や中心市街地の進展、

あるいは人口動態、あるいは民間開発の動向

など、三沢市全体の方向性を見きわめなが

ら、当該地域の都市エリアとしてのあり方を

検討しているところであります。

今後も農業関係者を含む住民の合意形成、

あるいは関係機関との調整を図りながら、社

会情勢の変化に柔軟に対応し、将来のまちづ

くりと整合した、いわゆる健全で秩序ある三

沢市のまちづくりに努めてまいりたい、この

ように思っております。

以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 行政問題の第３

点目、三沢市の町名整理についての御質問に

お答えいたします。

町名整理は、土地区画整理事業等にあわせ

て、町名及び地番を変更したり、複雑になっ

ている地名や地番を変更して住所をわかりや

すくすることであり、当市においても、今ま

で順次実施してきているところでございま

す。

町名整理を行うには、その境界について

は、主要な道路や河川など恒久的施設等で区

分できること、形状については、境界が複雑

に入り組んだり飛び地が生じたりしていない

こと、そして、規模につきましては、余り大

き過ぎてわかりにくくならないようにするこ

となどの一定のガイドラインが示されてござ

います。

当市での町名整理は、昭和３９年、三沢第

１土地区画整理事業に伴い、中心市街地の町

名整理を行ったのを皮切りに、岡三沢第１土

地区画整理事業や、航空機騒音による集団移

転先地である大津地区、前平地区、新森地区

など、平成２５年度末までに４８カ所の町名

整理を実施してまいりました。

しかし、町名整理の御要望をいただきなが

ら、一定の条件を満たすことができず、実施

できなかった場合もございます。

町名整理は、地域の利便性を向上させる取

り組みとなることから、今後も地域の皆さん

の御理解と御協力をいただきながら、順次実

施してまいりたいと考えております。

浜三沢の移転先を含む字園沢地区は、範囲

も広く、地番を１字間違えただけで、その場

所が特定できなくなるなど、大変わかりづら

い地域であるため、移転先地の住民の皆様の

利便性向上のため、皆様の御協力を得なが

ら、さらには、法務局や県などの関係機関と

協議し、先ほど申し述べましたガイドライン

を一つ一つクリアしながら、町名整理の実施

に向け鋭意努力してまいります。

以上でございます。

○市長（種市一正君） 政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） 行政問題の

市民活動保険制度について、まず、第１点目

の市の主催、共催、さらに、市が依頼した事

業での保険制度についてお答えいたします。

現在、当市では、市が所有、使用、管理す

る施設の瑕疵及び市の業務遂行上の過失に起

因する損害賠償責任について、総合的に対応

するため、総合賠償補償保険に加入しており

ます。

この保険では、自治体の管理のもとで行わ

れる、無報酬で労力を提供するボランティア

活動を対象としております。このことから、

市が主催、共催または依頼した事業に参加す

る住民等が障害等をこうむった場合につきま
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しては、総合賠償補償保険により対応いたし

ます。

次に、御質問の第２点目、市民の自主ボラ

ンティア活動についてお答えいたします。

当市におきましては、平成２３年に、三沢

市協働のまちづくり市民会議によって、協働

のまちづくり推進指針が策定され、平成２４

年３月には、市民活動ネットワークセンター

みさわをオープンし、市民活動の拠点施設と

して各団体が活用しているところでございま

す。

このような住民による自主的な活動につき

ましては、協働のまちづくり推進において非

常に重要な位置づけであり、今後のまちづく

りにおける市民参画を推進するものと考えら

れることから、各団体の活発な活動は非常に

喜ばしいことであります。

このような中、市民団体の活動に対する保

険につきましては、協働のまちづくり市民提

案事業などの担当課で把握している活動に関

しましては、申請時に事業の安全性とともに

予算書に保険料などが含まれているかを

チェックし、ない場合は予算に盛り込むよう

に促しているところでございます。

また、市民団体の自主的な活動の際には、

活動を行う団体の自主性に委ねているところ

ではありますが、全国社会福祉協議会のボラ

ンティア保険や民間保険会社の情報をもと

に、機会あるごとに加入を勧めてまいりたい

と考えております。

続きまして、御質問の３点目、市民活動保

険制度の導入についてお答えいたします。

市民活動保険制度につきましては、補償内

容や保険料等に違いはあるものの、全国の政

令都市をはじめ、さまざまな自治体で、住民

の公益的な活動中の事故を対象として導入さ

れております。

これらの制度の特徴は、それぞれ違いはあ

りますが、全住民を対象に自治体が保険を掛

けるもので、大きく分けて、活動中の負傷な

どに対する障害保険及び第三者に与えた損害

等に対応するための賠償保険で構成されてお

ります。

当市におきましても、各事業で参加者等を

対象とした保険に加入しているところではあ

りますが、今後は、公益的な市民活動への参

加を一層促進し、市民との協働によるまちづ

くりの観点から、三沢市においてはどのよう

な制度がふさわしいのか、市民団体の御意見

を伺いながら、全国の先進自治体を参考とい

たしまして、調査・研究してまいりたいと考

えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） ８番太田議員。

○８番（太田博之君） １点、再質問させて

いただきたいと思いますが、その前に、三沢

市の都市計画について、一言話をさせていた

だきたいと思うのでありますが、先ほど八戸

市民病院の周辺の、あの劇的な開発の話を若

干質問の中にも取り入れさせていただきまし

たけれども、八戸市は９年９月に移転をし

て、翌々年の１１年度初頭から、あの地域、

いわゆる病院の周辺地域に市街化区域指定、

用途地域の指定、そして区画整理事業、この

区画整理事業に関しては、今でも継続的に

行っている。

いわゆる病院を建てた中において、やはり

ある程度の市の方向性といったものを持って

いたのだなと。この１１年度の用途地域の指

定等の事業が行われているということは、多

分そのとおりなのだと思います。

いわゆる、先ほど言ったように、滞留人口

何十万人と言われる病院があそこにずっとあ

るわけです。そして、その前に空港、そして

有料道路をつなぐアクセス道。まさに山形開

墾地というのは、これから大変魅力のある土

地になっていくのだろう。それに付随して、

堀中の南側、いわゆる焼山地区、これも連動

していくのだろう。でも、現在、路線下にコ

ンビニが建ったり、さまざまな民間開発が進

んできております。

しかし、もしもこれが農振法だ何だという

ことで先送りしていると、乱開発が進んでし

まって、後からまた区画整理をしなければな
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らないとか、ここに１本道路を通しておけ

ば、もっとこういう形でよかったのにとい

う、そういった議論にならないように、先ほ

ど答弁にもありましたけれども、さまざまな

方向性を見出して考えていくということなの

で、私はそこは大いに期待したいと思ってお

ります。

そして、先ほど政策財政部長からもお話が

ありました、主婦が暮らせるまちランキン

グ、東北・北海道ブロックで第１位。これは

１２日の新聞記事ですけれども、副市長がコ

メントを残しているのです。子育て環境の整

備など、住みやすいまちづくりに取り組んで

きたことが、若いの主婦に評価されたのでは

ないかと。まさに種市市政がこれまでやって

きた一つの大きな成果が、全国で第１２位、

東北・北海道ブロックで１位になったのだと

いうふうに思っています。

話を都市計画に戻しますと、あの焼山地

区、山形開墾といったものは、逆に農振が

あったから守られてきて、乱開発がされな

かったというふうに捉えれば、まさにこれか

ら、さっきは平成４２年という長いスパンの

ものになりましたけれども、やっぱり中長期

的なビジョンをきっちり示して、あの地域を

きちんとまとめていく。ぜひとも期待してお

りますので、市民に希望を与えるような、そ

ういったビジョンを策定していただきたいと

思いますので、よろしくお願いしたいと思い

ます。

それでは、先ほどの市民活動保険制度につ

いて再質問させていただきます。

当然把握している市民活動については、保

険を掛けてくださいよと。これは加入を勧め

るのは当たり前だと思います。しかし、把握

していないボランティア活動ってたくさんあ

るのです。

今、６月で、夏が来る前に冬の話をするの

もなんですけれども、冬になると夜しんしん

と雪が降ってくる。そうすると、地域の方々

やＰＴＡの保護者の方たちが、暗いうちから

子供たちのために歩道の雪かき、ボランティ

アを組織的に行っている。それは要するに、

多分一々届けていないと思うのです。

行政とすれば、一つの例として、この雪か

きのボランティア、届け出されているのを把

握しているか把握していないか、まずその１

点、お答えをお願いします。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） 除雪ボラン

ティアについて、把握しているかどうかとい

うことでございますが、恒常的に歩道の除雪

をやってくださっている町内会というのはご

ざいます。しかしながら、個人の方で、例え

ば不定期に、今回は雪が多かったから除雪し

ようとか、そういった方もいらっしゃるわけ

で、そういった場合は非常に把握が難しいと

いうことになります。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） ８番太田議員。

○８番（太田博之君） この市民活動保険制

度、県内でまだこの制度を導入したところは

ございません。しかし、弘前市が来年度、平

成２７年度導入を目標として、今、調査・研

究をし、来年度導入予定ということでござい

ます。

種市市長、今まで進めてきた協働のまちづ

くり、２期８年、最後の年ですよね。先ほど

言った雪かきボランティア、これは一々届け

出していないのです。多分無保険でやってい

ると思うのです。

まさにこの時期に調査・研究を速やかに

行って、１２月補正で予算をつけて、１２月

の雪かきボランティア、この人たちが既にそ

のときに対象になるような、そういった形

で、この協働のまちづくり、市民の自立した

ボランティア活動を支える、私はいいチャン

スだと思うのです。

県内第１号の保険制度の導入、１２月議

会、補正予算、そして冬場のそういった地域

の人たちが自主的に行っていく、そういった

雪かき、さまざまなボランティアから適用さ

れるよう、いかがでしょうか。決意をお伺い
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したいと思います。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再々質問にお答えを

いたします。

協働のまちづくり、これは末端の活動が重

要でありますので、おっしゃるようなこと

で、この問題について精力的に研究をして、

対応してまいりたい、このように思います。

以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、８番太

田博之議員の質問を終わります。

これをもって、一般質問を終わります。

─────────────────

◎日程第 ２ 議案第３３号から

日程第１６ 議案第４７号まで

○議長（小比類巻雅彦君） 次に、日程第２

議案第３３号から日程第１６ 議案第４７

号までを一括議題といたします。

─────────────────

◎日程第１７ 議案質疑

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１７ た

だいま一括議題といたしました全議案に対

し、議案質疑を行いますが、この後、特別委

員会も予定しておりますので、質疑は大綱的

なものに絞ってお願いします。

なお、通告がありますので、発言を許しま

す。

１６番山本彌一議員。

○１６番（山本彌一君） ただいま議長のお

許しをいただきましたので、議案第３６号平

成２６年度三沢市一般会計補正予算について

議案質疑をさせていただきます。

質問の趣旨は、(仮称)国際交流スポーツセ

ンター整備事業の建設に伴う財政構造の経費

収支比率の推移を問うものであります。

市長は、本市の財政状況は社会保障関連経

費が増加していることに加え、自主財源の大

宗をなす市税や地方交付税等の依存財源も大

幅な増加を見込めず、厳しい財政環境である

とし、三沢市総合振興計画のまちづくりの基

本方針に基づき、将来世代の持続可能な財政

構造を確立するため、予算編成に努めると力

説をしているところであります。

特に近年、公共団体の財政が健全でなけれ

ばならないと言われてきております。国にお

いても、国債費の問題が国民の課題として議

論されているが、本市においても真剣に討議

し、財政構造の改善に最大の努力を傾けなけ

ればなりません。

市長は、今議会に、国庫補助金の増額に伴

い、(仮称)国際交流スポーツセンター整備事

業費の建設工事の一部前倒しに要する経費と

して１億４,３２７万７,０００円を計上して

おります。

この(仮称)国際交流スポーツセンター整備

事業計画は、平成２６年度から平成２９年３

月の完成予定で、建設事業の総額は４９億

５,０００万円余りで、多額な整備費用が投

入されます。

近年、国の財政の窮迫により、地方公共団

体の補助金の一律カットなどで、各市町村の

財政硬直化がその度合いを深め、深刻化し

て、いわば財政の曲がり角、つまり、相撲で

言うならば、いわば角番に立たされていると

言ってよいでしょう。

地方債の償還は、過去の借金として繰り延

べできない当該団体の義務費であります。こ

れを財政構成から見ると、その比率が低いほ

ど望ましいわけで、これまで総務省の指導と

して、歳出規模の５ないし６％、一方、経費

収支比率では８ないし１０％台が標準値と言

われているが、本市の場合、歳出規模では１

０％であり、また、経費収支比率で見ると１

７％で、財政の硬直化を来しております。

市長は、(仮称)国際交流スポーツセンター

の建設に当たり、公債費の比率が上昇しない

よう、財政調整基金約４０億円余りのうち、

２０億円余りを一般歳出予算に繰り入れを考

えていると言うが、社会資本の充実のために

は、今後も地方債に依存せざるを得ない現況

にあり、一方では、今後の経常的一般財源が

期待できないとすれば、市債の許容限度額が

重要課題となります。
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そこで、(仮称)国際交流スポーツセンター

事業費は４９億円余りの建設費がかかります

が、後年度の経費収支比率が上昇して財政構

造に影響を及ぼし、悪化させることが心配を

いたすものであります。

そこで、市長からの答弁を求めるものであ

ります。

以上で、議案第３６号平成２６年度三沢市

一般会計補正予算（第１号）の私の議案質疑

を終わります。

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの議案

質疑に対する当局の答弁を求めます。

政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） (仮称)国際

交流スポーツセンター建設に伴う三沢市の財

政構造を示す指標の変化についてお答えいた

します。

まず、(仮称)国際交流スポーツセンター整

備事業に係る経費のほとんどは、経常経費で

はないことから、経常収支比率の算定にはほ

ぼ影響がなく、今後も９０％以下で推移でき

るものと考えてございます。

また、事業遂行のための財源といたしまし

ては、国庫補助金のほか、地方債として総額

８億円の借入を実施する計画となっておりま

すが、これを含めた市全体の市債償還につい

て実質公債比率を試算いたしましたところ、

当面の間は、平成２４年度実績を下回る見込

みとなっております。

さらに、市の持ち出し分である一般財源

は、総額で約６億３,０００万円を予定して

おり、財政調整基金や公共施設等整備基金を

活用する予定でございますが、計画どおりに

事業が実施された場合の取り崩し可能な基金

残高は、５年後においても３０億円以上を確

保できる見込みとなっているところでござい

ます。

今後におきましても、市税等の自主財源の

確保に努めながら、歳出のさらなる見直しを

行い、大型建設事業が当市の財政状況に大き

な影響を及ぼさないよう、計画的な財政運営

を進めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、議案質

疑を終結します。

─────────────────

◎日程第１８ 特別委員会の設置及

び議案の付託

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１８ 特

別委員会の設置及び議案の付託を行います。

お諮りします。

ただいま一括議題となっております議案の

審査に当たりましては、８名をもって構成す

る予算審査特別委員会、同じく８名をもって

構成する条例等審査特別委員会をそれぞれ設

置し、これに付託の上、慎重に行いたいと思

いますが、これに御異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（小比類巻雅彦君） 御異議なしと認

めます。

よって、予算審査特別委員会、定数８名、

条例等審査特別委員会、定数８名をそれぞれ

設置し、これに付託することに決しました。

それでは、議案の付託を行います。

予算審査特別委員会には、議案第３３号か

ら議案第３９号までの７件を、条例等審査特

別委員会には、議案第４０号から議案第４７

号までの８件を、それぞれ付託します。

─────────────────

◎日程第１９ 特別委員会委員の選

任

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１９ 特

別委員会委員の選任を行います。

ただいま設置されました２特別委員会の委

員の選任については、委員会条例第８条第１

項の規定により、お手元に配付しております

特別委員会委員及び付託議案一覧表のとおり

指名します。

なお、特別委員会委員の方々は、本日散会

後、委員長、副委員長をそれぞれ互選して、

議長まで報告願います。

また、ただいま設置されました各特別委員

会の組織会は、予算審査特別委員会は大会議

室、条例等審査特別委員会は第２会議室に
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て、それぞれ願います。

─────────────────

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、本日の

日程は終了しました。

なお、明日から１８日までは、特別委員会

審査等のため、本会議は休会となります。

次回本会議は、１９日午前１０時から会議

を開きます。

本日は、これをもって散会します。

午前１１時３６分 散会


